
 

 

 

 
グループ経営ビジョン「変革２０２７」の実現に向けて取り組んできたところ。今後も激変する環境に柔

軟に対応していく。 

・社員一人ひとりが、お客さまに近い場所で創意を発揮し、自己の成長と新たな価値創造を続けていく

こと 

・成長戦略を強力に推進、収益力を強化し、変革のスピードアップを実現することを通じて、働きがいの

向上や経営体質の強化を実現していく。そのため水戸支社の仕事と組織を以下のとおりにする提案が

された。 

１ 現業機関の再編 

（1）（営業）統括センター関係（駅・乗務員） 今後も（営業）統括センターの設置等を推進していく。 

（2）車両関係  勝田車両センターを首都圏本部の現業機関とする。 

（3）設備関係 

水戸保線設備技術センター、水戸土木設備技術センター、水戸建築設備技術センター、水戸機械設

備技術センター、水戸電力設備技術センター及び水戸信号通信設備技術センターを新設。これに伴

い、土浦保線技術センター、水戸保線技術センター、いわき保線技術センター、水戸土木技術セン

ター、水戸建築技術センター、水戸電力技術センター及び水戸信号通信技術センターの体制を見直

す。 

（4）医療関係 

  水戸鉄道健診センターを水戸健康推進センターとし、ＪＲ東日本健康推進センターの現業機関とす

る。 

２ 企画部門の再編 

  水戸支社おける現在の各部課室を、監査室、地域共創部、鉄道事業部、企画総務部に再編すると共に

ユニット制を導入する。 

３ 業務の見直し 

（1）現業機関において現在担当している業務の一部の見直しを行う。 

（2）水戸支社の企画部門において現在担当している業務の一部を現業機関へ移管する。 

（3）水戸支社の企画部門において現在担当している業務の一部を首都圏本部へ集約する。 

４ 箇所体制 （現行 改正 別表あり） 

５ 実施期日 

（1）車両センターの再編は２０２３年６月とする。 

（2）設備技術センターの設置は２０２３年６月とする。 

（3）水戸鉄道健診センターの再編は２０２２年１０月とする。 

（4）企画部門の再編は２０２３年６月とする。 

（5）業務の見直しについては２０２２年１０月とする。 

６ その他 

（1）第３項第３号に関わらず水戸支社において担当している業務の一部を首都圏本部または東北本部等

に集約する場合がある。 

（2）実施に向けて教育訓練等の必要な準備を行っていく。 

７ 実施期日を前提としたスケジュール（スケジュール表あり） 
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